
サステナビリティ・マネジメント

OLCグループのサステナビリティ

ガバナンス

OLCグループのサステナビリティ ガバナンス 戦略 リスク管理 指標と目標

1960年、国民の文化・厚生・福祉に寄与することを目的に、株式会社オリエンタルランドは設立されました。そ
の後、米国ディズニーランドを日本に誘致する活動を始め、1979年ウォルト・ディズニー・プロダクションズ
（当時）とライセンス契約を締結し、1983年には東京ディズニーランドが開園しました。
当社が社会に提供し続けてきたのは、ほかのどの場所でも体験できない「ハピネス（幸福感）」です。

当社グループは、「自由でみずみずしい発想を原動力にすばらしい夢と感動、人としての喜び、そしてやすらぎを
提供します」という企業使命のもと、気候変動や少子高齢化の進行など、企業を取り巻く社会状況が大きく変化す
る中で、50年、100年と永続的に社会に価値提供を続け、企業として成長を続けていくために、地球環境問題や社
会課題への対応を経営や事業戦略に包括したサステナビリティ経営を目指すこととしました。
当社グループが目指すサステナビリティ経営とは、「持続可能な社会への貢献」と「長期持続的な成長」を両立す
ることであり、具体的には、既存事業において、よりゲストニーズに寄り添う選択肢を備えた運営への進化、需要
変動の対応力向上による東京ディズニーリゾート全体の付加価値向上を図ることに加え、コア事業の課題解決・価
値向上につながり、かつ成長機会にできる新規事業に挑戦すること、また、SDGsの達成への貢献など社会課題の
解決に寄与することです。

持続可能な社会への貢献と長期持続的な成長に向け、OLCグループの提供価値である「ハピネス」を持続的に創造
していくために従来から掲げていた、「あなたと社会に、もっとハピネスを。」というOLCグループが目指す姿に
ついて、将来に向けた取り組みをより強化するために再定義し、改めて2035年に目指す姿を策定しました。

2035年に目指す姿と中長期の取り組み方針

当社グループは、サステナビリティ経営の実現に向け、2025年3月の取締役会において、「2035年に目指す姿」
に基づき、「8つのESGマテリアリティ」から「7つのESGマテリアリティ」への見直しを決議しました。
ESGマテリアリティを中心としたサステナビリティに関わる事項は、環境対策委員会などの委員会や業務遂行組織
で検討され、代表取締役社長執行役員を議長とした「サステナビリティ推進会議」において、取り組み内容におけ
る優先順位や資源配分等についての議論を深めた後、経営会議や取締役会に付議する体制としています。
「取締役会」は「経営会議」で協議・決議された内容の報告を年1回以上受け、サステナビリティに関する重要課
題について議論・監督を行っています。
また、ESGマテリアリティごとに、目標、そして進捗状況を評価するための指標として、2035年に目指す姿、
2030KPI、2027KPIを設定しており、年1回以上、取締役会および経営会議に進捗を報告しています。

取締役会における2024年度のESGマテリアリティを中心としたサステナビリティに関わる主な付議事項
OLCグループESGマテリアリティの更新に関する事項
OLCグループESGマテリアリティの進捗報告
2023年度環境対策委員会活動報告
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サステナビリティ推進体制図

戦略

2035年に目指す姿と中長期の取り組み方針

【目指すOLCグループ像】 
あらゆる人々が共に喜び、笑い、感動できる空間と時間を通じて、明日への活力を生む楽しさを提供す
る
私たちを生かしてくれている世界そのものを慈しみ、持続可能な社会作りに貢献する
OLCグループブランドの拡大により、従業員が心から誇れる企業であり続ける

2035年に目指す姿「あなたと社会に、もっとハピネスを。」
当社グループのステークホルダーのみならず、社会にもハピネスを創造し続けられる企業を目指します。

中長期の取り組み方針
2035年に目指す姿を実現するために、事業の持続的な発展と7つのESGマテリアリティへの取り組みを推進し
ます。また、ESGマテリアリティへの取り組みを通じて、SDGs（持続可能な開発目標）にも貢献します。

1. 事業を通じた成長戦略
東京ディズニーリゾートの集客基盤の強化・活用による成長（テーマパーク事業・ホテル事業・クルーズ事
業）

2. 企業価値向上に資するOLCグループ独自の活動
①ESGマテリアリティ
②CVC活動

ESGマテリアリティ
当社グループでは、サステナビリティ経営を推進するにあたり、2035年までに優先して取り組む7つのESGマ
テリアリティを特定しています。ESGマテリアリティごとに、関連するリスクと機会を洗い出し、戦略と指標
および目標を策定し、上記サステナビリティのガバナンスにおいて、ESGマテリアリティごとの進捗状況をモ
ニタリングしています。
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ESGマテリアリティ
「持続可能な社会への貢献」と「長期持続的な成長」を両立するサステナビリティ経営の実現のため、成長につな
がる機会を取り込み、リスクを低減するための7つのマテリアリティを選定し、2025年3月の取締役会で決議しま
した。ESGマテリアリティは、ダブル・マテリアリティの原則に則り、「環境・社会インパクトの視点」と「財務
インパクトの視点」でマッピングし選定しており、ESGマテリアリティごとに、目標、そして進捗状況を評価する
ための指標として、2030KPI、2027KPIを設定し、年1回以上、取締役会および経営会議に進捗を報告していま
す。
なお、これまで当社グループならではのマテリアリティと位置づけていた「従業員の幸福」や「子どものハピネ
ス」に加え、資源の効率的な循環を目指し、持続可能な社会づくりに貢献すべく、「循環型社会」の取り組みにも
力を入れていきます。
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マテリアリティ ありたい姿 リスクと機会
貢献

するSDGs

従業員の幸福

従業員が心から誇れる企業であり
続けるために、仕事のやりがい
（働くことによって得られる達成
感）の向上と、働きやすさ（社内
環境や制度）の整備により、従業
員が働く喜びを感じながら新しい
価値を生み出し続けます。

【リスク】
・提供価値の低下
・人材の流出
【機会】
・働く喜びを伴った意欲的な人材
による顧客への提供価値のさらな
る向上
・変化やビジネスチャンスへの対
応力強化

子どものハピネス
未来をひらく子どもたちの夢や心
を育むことで、事業と社会の豊か
な未来を実現します。

【リスク】
・事業のサステナビリティ低下
・子どもを取り巻く社会課題の深
刻化
【機会】
・集客基盤醸成による事業のサス
テナビリティ向上
・事業において重要な子どもに関
わる社会課題の解決

ダイバーシティ・エクイテ 
ィ＆インクルージョン

人権ならびに従業員・顧客の多様
性を尊重する取り組みを実施する
ことで、誰もが自分らしく働け、
自分らしく楽しめる環境を維持し
続けます。

【リスク】
・人権尊重への対応不足によるリ
スクの顕在化
・顧客の多様性対応不足による体
験価値の低下
・従業員の多様性対応不足による
従業員エンゲージメントの低下
【機会】
・変容する社会や顧客ニーズへの
対応による体験価値向上
・多様な人材と価値観による事業
価値向上

サプライチェーン・
マネジメント

取引先に対するエンゲージメント
の強化および持続可能な原材料調
達などの取り組みによって、持続
可能なサプライチェーンを実現し
ます。

【リスク】
・サプライチェーンにおける人
権/環境等リスクの顕在化
・法令/要請へ適切に対応できな
いことによるブランドイメージ/
レピュテーションの毀損
【機会】
サプライチェーン全体での環境や
社会への配慮による競争力拡大

気候変動・自然災害

2050年温室効果ガス排出量ネッ
トゼロをめざし、気候変動の緩
和・適応への対応、および、水資
源の適切な管理を含めた生物多様
性の保全を行うことで、事業と社
会の持続可能性を高めます。

【リスク】
・気候変動や自然災害による事業
への影響の拡大
・気候変動対策の目標未達に伴う
社会的信頼の低下
【機会】
気候変動・自然災害への対策によ
る社会的信頼と事業の強靭性強化

循環型社会

投入資源量を低下させながら、分
別強化によるリサイクル率向上と
廃棄物削減によって社会への環境
負荷を低減し、当社ならではの資
源循環型の事業モデルを実現しま
す。

【リスク】
・資源枯渇や資源価格の高騰
・資源の大量消費や廃棄への対策
不足による社会的信頼の低下
【機会】
資源循環型の事業モデル確立によ
るブランド価値の向上

【リスク】

-

ESGマテリアリティ⼀覧

ードに適切に応え続けるととも
に、次世代を担う人材を育成し企
業価値を高め続けられる体制を構
築します。

適切な意思決定機能の欠如によ
る、成長機会の逸失や社会的信用
の低下
【機会】
次世代の経営を担う人材が十分に
育成/プールされることによる、
経営基盤の強化

ESGマテリアリティにおける指標と目標

経営基盤の強化
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ESGマテリアリティ特定プロセス
2035年に目指す姿の策定に伴い、各マテリアリティ活動のこれまでの振り返りや社会背景・要請の変化等を踏ま
え、マテリアリティの見直しを行いました。
Step1において、国際的に定められたガイドラインの一部追加、Step2において、2035年にも残存する可能性があ
るリスク・獲得できるかもしれない機会を再検討した次のプロセスで議論し、策定しました。

※GRIスタンダード、SASB、ESRS（欧州サステナビリティ報告基準）、Vision2050など
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2025年3月に見直したESGマテリアリティ、および2030KPI、2027KPIの推進状況について、社外ステー
クホルダーの視点からフィードバックを得て、来期以降の計画に反映していくことを目的に、外部有識者と
のセッションを行いました。
サステナビリティ推進に関わるメンバーが参加し、推進における課題などに対して、外部有識者より示唆を
得ました。

主なご意見
マテリアリティ更新とKPIにおいて、全体的にバランス良く対応しており、2024KPIから2027KPIにお
いても、後退しているという印象はない。
従業員の幸福や子どものハピネスはWell-beingのエッセンスもあり考え方は良いが、時間軸や範囲を考
え、広い意味合いで長期的に進化させてほしい。

ディスカッションの様子

外部有識者（写真左）：
りそなアセットマネジメント
チーフ・サステナビリティ・オフィサー
常務執行役員 責任投資部担当 松原 稔氏

外部有識者（写真右）：
ブランズウィック・グループ
パートナー 江良 明嗣氏

ESGマテリアリティに関するステークホルダー・エンゲージメント
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サステナビリティ教育

リスク管理体制

従業員一人ひとりがサステナビリティ/ESGについての理解を深め、業務を通じて実践できるよう、さまざまな理解
促進活動を展開し、サステナビリティ経営に関する啓発活動を行っています。

【全社的な啓発活動】
2030年に目指す姿やESGマテリアリティについての解説動画を配信
マテリアリティの取り組み進捗を共有する説明会の継続的な実施
ESGに関わる内容を定期的に社内報にて発信

【自発的な活動を促すための仕組みの構築】
大型パネルで展示を行うエキスポや動画配信など、特に一人ひとりの意識が変わることが大切である環境や多
様性について、わかりやすく伝える活動
各組織の課題に応じて、サステナビリティに関わるテーマで対話しあい、実行につなげるための機会
各組織や、委員会において、8つのマテリアリティに顕著な貢献、功績を残した案件の表彰を行い、その中で
優れた案件を選出し、「Sustainability Award」として会社表彰も行うなど、自発的な活動が生まれやすい仕
組みを構築

リスク管理

サステナビリティ関連リスクとして、人権・多様性に関するリスク、気候変動に関するリスク、循環型社会に関す
るリスクを特定しており、各所管組織は、当該リスクについて、「戦略リスク」対応の一環として実行計画に落と
し込んでいます。

リスク管理体制図

当社グループのリスクは、「OLCグループリスク管理規程」に基づき個別リスクの予防・対応策を策定するリスク
マネジメントサイクルを設定し、運用しています。当社の社長を委員長とする「リスクマネジメント委員会」に
て、事業活動に係るリスクを抽出・評価し、「戦略リスク」と「運営リスク」を特定しています。
サステナビリティ関連リスクを含む「戦略リスク」は、所管組織が予防策・対応策を策定・実行し、その対応状況
を「戦略リスク」を統括する経営戦略部が確認しています。その確認を踏まえ、年に1回、「経営会議」ならびに
「取締役会」に報告を行い、「取締役会」の監督体制の下、当社グループの戦略に反映します。
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・環境：職場施設の環境、処遇の納得
感、働き方などの衛生要因への満足度
など、働く安心感の確保

2024中期経営計画の振り返り

【創造する人材の育成】
エンゲージメント調査の導入、組織ごとの働きがいの見える化と各組織のアクション体制構築に向けた仕組みづく
り、施策の実施
社長と従業員、上司と部下、同僚同士など社内の対話機会の設定によるエンゲージメント向上
従業員一人ひとりの自立的な活躍を実現するためのキャリア支援施策・自己啓発支援施策の実施

【多様な人材の活躍】
雇用区分に応じた両立支援制度の拡充
同性婚、事実婚の配偶者をパートナーとした福利厚生制度の拡大
オンステージを含めた障がい者の職域の拡大、採用強化

【生き生きと働ける環境整備】
テーマパークオペレーション社員、準社員の役割の明確化と発揮のための評価・グレードの見直し・再編
キャスト向けのイベントなど、キャストとしての誇りや働く楽しさを感じる施策の実施
快適に働ける環境の整備のためのデジタル環境の整備、バックステージ施設の改修
心と体の健康プロジェクトの発足、啓発強化のための周知や社内施策の展開
基本時給および賞与支給方針の見直し

指標と⽬標

■S（社会）

従業員の幸福

取り組みの方向性
KPI

2030 2027

エンゲージメントを構成する要素に
対して、社員・テーマパークオペレ
ーション社員・準社員・出演者・グ
ループ会社の個々の特性を踏まえな
がら、実効性をもった取り組みを行
うことで、働きがいの向上を実現す
る

「エンゲージメント調査」総合スコ
ア︓71（OLCグループ）

「エンゲージメント調査」総合スコア　
2024年度より向上（OLCグループ）
※総合スコアに影響が大きい以下の項
目スコアを毎年度向上
・職務︓職務における能力発揮と自己
効力感
・自己成長︓仕事を通じた達成感と成
長実感
・人間関係︓パークオペレーションに
おける最前線のキャストと上司とのコ
ミュニケーション時間の創出
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2024中期経営計画の振り返り

【人権】
「OLCグループ 人権に関する基本方針」改定
重要人権課題と従業員、取引先、顧客の領域でギャップの洗い出しを進め、2024年度までのロードマップ策定

【多様性（顧客・従業員）】
「ダイバーシティ＆インクルージョン ハンドブック」を作成、全従業員へ配布・対話を実施 
障がいに関する展示会など社内での啓発活動の実施

子どものハピネス

取り組みの方向性
KPI

2030 2027

さまざまな課題を抱える子どもへの
アプローチや、自己肯定感の醸成、
子どもの幸せな気持ちにつながる取
り組みを推進する

2027KPIまでの活動を進化させ、子
どもたちをさまざまな角度から支援
する

子どもたちが幸せな気持ちを抱いた
り、子どもたち自身がなりたい姿/あり
たい姿を実現することを支援する活動
の実施

2024中期経営計画の振り返り

2024KPI、2026KPIを策定
未来をひらく子どもたちを支援する取り組みを実施
・2023年度︓“Smiles for Tomorrow”、千葉県内の児童養護施設等へパーク内商品の寄贈などの実施
・2024年度︓アトモスフィアショーへの子ども参加体験機会の創出や、全国で実施した「東京ディズニーリゾート
スペシャルパレード」への子ども参加施策などの実施

「一般財団法人 オリエンタルランド子どものハピネス財団」を2024年8月に設立

本財団のウェブサイトはこちら

ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョン

取り組みの方向性
KPI

2030 2027

【人権の尊重】
人権デューデリジェンスと人権啓発
の継続によるリスクの低減と被害者
の確実な救済
【顧客の多様性の尊重】
事業環境に合わせて注力領域を検討
し、取り組みを推進
【従業員の多様性の尊重】
内外環境に合わせて注力領域を検討
し、取り組みを推進

【人権の尊重】
特定した重要人権課題に対する人権
デューデリジェンスの高度化とグル
ープ会社の人権デューデリジェンス
の拡大
【顧客の多様性の尊重】
多様性を尊重した活動ができる仕組
みの構築
【従業員の多様性の尊重】
多様性が尊重され、あらゆる人が活
躍できる環境の構築

【人権の尊重】
・ギャップ分析を踏まえた重要人権課
題の見直しと、新たな重要人権課題ご
との脆弱なライツホルダーに対する是
正と救済、予防的措置の実施
・「従業員」「顧客」「取引先」の3
領域における人権デューデリジェンス
の継続、およびグループ会社の人権デ
ューデリジェンスの開始
【顧客の多様性の尊重】
・ダイバーシティ＆インクルージョン
ハンドブック改訂版の発行、および学
習機会を提供した従業員の割合︓
100%

・多様性を受け入れ、行動ができる従
業員の割合︓2025年度中に策定
【従業員の多様性の尊重】
・女性管理職比率︓25%以上（OLC）
・男性育休取得率︓95%以上（OLC）
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サプライチェーン・マネジメント

取り組みの方向性
KPI

2030 2027

【取引先とのエンゲージメント】
重要な取引先に対するリスクの予防
にあたる「関与（インタビューまた
は監査）」と、リスク懸念のある取
引先に対するリスク是正にあたる
「改善支援」に取り組む
【人権・環境リスクが高い品目への
対応】
対象品目や対象範囲を追加・見直し
ながら継続して取り組む

【取引先とのエンゲージメント】
一次サプライヤーへ「調達方針」
「OLCグループお取引先行動指針」
の周知と承認：100％
【人権・環境リスクが高い品目への
対応】
社内で特定した品目について、持続
可能な原材料調達：100%

【取引先とのエンゲージメント】
・重要な取引先へのインタビューまた
は監査実施率：100％
・セルフアセスメントシート回答結果
をもとにしたリスク懸念のあるサプラ
イヤーへの是正支援実施：100％
【人権・環境リスクが高い品目への対
応】
・パーム油：原材料として調達するパ
ーム油を持続可能性に配慮されたパー
ム油へ切替え
・シーフード：原材料として調達する
一部を持続可能性に配慮されたシーフ
ードへ切替え
・木材：持続可能な木材調達の運用
・紛争鉱物：責任ある鉱物調達の実現
に向けて取引先へ「OLCグループお取
引先行動指針」に承認いただいている
・テキスタイル：テーマパーク商品施
設で販売するTシャツの原材料を持続
可能性に配慮した調達へ切替え
・紙：テーマパーク施設で取り扱う紙
の一部を持続可能性に配慮された紙へ
切替え

2024中期経営計画の振り返り

【お取引先との エンゲージメント】
「OLCグループ調達方針」の策定、および「OLCグループお取引先行動指針」「自主調査リスト（新名称セルフアセスメ
ントシート）」を改訂し、 重要なお取引先へのエンゲージメントを実施

【人権・環境リスクが 高い品目への対応】
パーム油︓テーマパーク飲食施設で使用しているポップコーンオイルをRSPO認証パーム油（マスバランス）に 切り
替え完了
シーフード︓一部持続可能性に配慮したシーフードに切り替え完了
木材︓持続可能な原材料調達に関する内容を、木材仕様書へ追記
紛争鉱物︓改定版「OLCグループお取引先行動指針」に紛争鉱物に関する方針を追記
テキスタイル︓環境負荷の少ないテキスタイルの調達に向けた方針を策定
紙︓「紙の調達に関するガイドライン」の内容を「OLCグループお取引先行動指針」に組み込み お取引先への周
知、 主要なお取引先への調査の実施
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取り組みの方向性
KPI

2030 2027

【スコープ1・2】
・スコープ1：ガス等による内燃機関
の電動化や、燃料の切り替え（新技
術導入）
・スコープ2：再生可能エネルギー調
達による排出量ネットゼロ
【スコープ3】
エンゲージメント対象企業拡大
【適応】
・外部開示可能な猛暑への対応
・激甚化する異常気象への対応
【水】
設備投資などによる取水量削減
【生物多様性】
当社の事業が環境に与える影響に関
する目標の策定
およびTNFDへの対応

【スコープ1・2】
スコープ1･2：2024年度比42%削減
【スコープ3】
スコープ3：2024年度比25%削減
(対象：カテゴリー1,2)
【適応】
2027年度までに策定
【水】
2027年度までに策定
【生物多様性】
環境アセスメント後、リスク・影響
を鑑みて作成

【スコープ1・2】
・スコープ1・2：2024年度比17%削
減
・スコープ1：ガス使用量の削減、燃
料の変更などを検討・実行している状
態
【スコープ3】
・スコープ3：2024年度比5%削減
(対象：カテゴリー1,2)
【適応】
・適切な暑さ対策の実施（事業上計画
される事項と連動）
・顕在化している豪雨、暴風等への対
策の実施
【水】
・上水取水量：2024年度比1%削減
【生物多様性】
・TNFDフレームワークに即した開示

2024中期経営計画の振り返り

再生可能エネルギーの調達：2024KPI達成（計80,853t-CO₂削減）
省エネ活動：エネルギー・マネジメント・システムを用いた省エネルギー活動を推進
環境配慮設計の導入：環境に配慮した設計の自社ガイドラインを策定
再生可能エネルギーの創出：自社敷地内に太陽光パネルを増設
車両・機械・設備の投資・更新：テーマパークで使用する一部車両をEV化
スコープ3：2027年度までのスコープ3の目標策定
強靭性強化：TCFDへの賛同、シナリオ分析に着手
水：水の目標設定と振り返りの実施
生物多様性：生物多様性の目標設定と振り返りの実施

循環型社会

取り組みの方向性
KPI

2030 2027

【入口】（＊1）
投入資源量を減らしながら、再生
可能資源を用いる方針の策定
【出口】（＊2）
入口や循環の取り組み推進によ
る、焼却および埋立処分量の削減
【循環】（＊3）
分別強化や廃棄物の新たな資源化
などによるリサイクル率の向上

【入口】（＊1）
・使い捨てプラスチック：
2016年度比25％削減（OLCグループ）
【出口】（＊2）
・焼却・埋立処分量：
2016年度比13%削減（OLCグループ）
【循環】（＊3）
・リサイクル率：80%（OLCグルー
プ）

【入口】（＊1）
・使い捨てプラスチック：
2016年度比21%削減（OLCグループ）
【出口】（＊2）
・焼却・埋立処分量：
2016年度比10%削減（OLCグループ）
【循環】（＊3）
・リサイクル率：75%（OLCグルー
プ）

2024中期経営計画の振り返り

「気候変動・自然災害」へ移行

＊1 入口：資源の投入
＊2 出口：資源の排出
＊3 循環：資源のリサイクル

■E（環境）

気候変動・自然災害

食品ロス︓2019年度比22.50%削減の目標を達成。2024年より生ごみ処理機を使用し、削減目標の達成に向けて取
り組みを推進
使い捨てプラスチック︓2018年度比4.7%の増加・木製/バイオマスカトラリー導入店舗拡大・緩衝材の紙化を行っ
たものの、新規エリアオープンの影響により増加
製品・サービス・資源の省資源化︓2018年度比4.4％削減の目標を達成 ・ テーマパークでの紙媒体の配布ツールの
一部廃止、お土産袋の通年デザイン化による切り替えロス削減 ・テーマパークにて廃棄予定のキャストコスチュー
ムを使用した商品をアップサイクル ・植栽乾燥チップ化
水資源の有効活用︓マテリアリティを「循環型社会」から「気候変動・自然災害」へ移行
自然共生社会への貢献︓“自然共生社会への貢献”を“生物多様性”に変更し、マテリアリティを「循環型社会」から
「気候変動・自然災害」へ移行 15



経営基盤の強化

取り組みの方向性
KPI

2030 2027

【コーポレートガバナンス・コードの
遵守】
社会からの要請であるコーポレートガ
バナンス・コードに対応し続けられる
体制が整っている
【次世代経営人材の育成】
次世代経営人材の計画的な育成

【コーポレートガバナンス・コード
の遵守】
コーポレートガバナンス・コードが
遵守できており、変化に柔軟に対応
し、成長していける状態になってい
る
【次世代経営人材の育成】
人材プール確保に向けた体制が構築
でき、サクセッションプランの実現
に繋げられている

【コーポレートガバナンス・コード
の遵守】
・社外取締役の取締役会出席率：
80%以上
・取締役会の実効性評価：適正評価
と改善の実施
・コーポレートガバナンス・コー
ド：オールコンプライ
【次世代経営人材の育成】
経営人材育成サイクルの運用や育成
プログラムを実施し、経営人材の確
保を進められている

2024中期経営計画の振り返り

業績連動報酬の導入
独立社外取締役を1/3以上選任
指名・報酬委員会（任意設置）の構成員に、独立社外取締役を過半数選任 
社外取締役の取締役会出席率80％以上達成

■G（ガバナンス）
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サステナビリティ・マネジメント

ステークホルダー・エンゲージメント

方針・規程

OLCグループ　ステークホルダー・エンゲージメント基本方針

方針・規程 ガバナンス 活動

基本理念

OLCグループは、お客さま、従業員、子ども、株主・投資家、お取引先、地域社会などのステークホルダーの皆さ
まと、双方向のコミュニケーションや、適切で開かれた情報開示を大切にすることで、事業活動を進化させ、持続
可能な社会に資する活動を行います。

エンゲージメント・プロセス

OLCグループの持続的な成長と中長期的な企業価値の創出のため、各部門が主体的に活動を展開し、以下のエンゲ
ージメントプロセスを回します。

1. 対話
各ステークホルダーから積極的に意見、要望や評価を収集します。

2. 社内への情報の共有化と取組み
収集した情報を社内で共有し、重要性に応じて経営層に報告します。
情報をもとに、戦略や施策の改善を図ることで、経営の質を向上させます。
必要に応じて、ステークホルダーと協働し、長期的な価値を共創します。

3. 社外への情報開示
活動成果や改善内容を公開し、外部と信頼関係を醸成していきます。

17



お客さまとのコミュニケーション

各ステークホルダーに関連が深い部門や拠点が窓口・責任者となり、ステークホルダーとの双方向のコミュニケー
ションを通じたエンゲージメントを行うことを目指しています。
エンゲージメントの結果は、関連部門はもとより必要に応じて取締役会、経営会議、サステナビリティ推進会議
の各会議体でも共有し、さらなる改善を図っていくほか、ウェブサイトやサステナビリティレポート等を通じた
情報開示に努め、計画・実行・評価・改善の継続的なサイクルを回します。

なお、2024年度までに推進体制を体系化したことに伴い、2025年4月より「ステークホルダー・エンゲージメン
ト」を、マテリアリティの「目的」としての位置づけから、他のマテリアリティなどの実現のための重要な「手
段」としての位置づけに整理しました。引き続き取り組みを進めていくため、OLCグループステークホルダー・エ
ンゲージメント基本方針を策定し、エンゲージメントサイクルを回していきます。

活動

「お客さまの声」は貴重な情報であり、いただいた声を全社で共有・分析・活用し、商品やサービスの改善や開発
などに活かし、お客さまによりご満足いただくことを目指します。

（東京ディズニーリゾートのお客さま対応）
さまざまな窓口や対応方法（メール/チャット/電話/手紙）を設け、さまざまな言語を使う方や、障がいのある
方も含めた多様なお客さまの声を広く受けられる体制を整えています。
お客さまから寄せられる声は、キャストの接客に関するもの、園内のルールや手順、施設や環境、販売・提供
している商品・サービスに関するものなど、多岐にわたっています。それらを取りまとめ、社内イントラネッ
トや日々のミーティング等を通じて社内に共有されています。また、掲示物や配布物などでも従業員に共有を
しています。
お客さまから寄せられた声のうち、改善が必要な課題は、担当部門で対策を検討・推進しています。なお、部
門横断的な課題は、関係する複数部門による協議を行い、対策を検討・推進しています。

-エンゲージメント事例
東京ディズニーリゾート・インフォメーションセンター＆商品ゲストサービス窓口　随時
ゲストコメント（施設に直接寄せられたご意見） 随時
など

ゲストコメント受付状況

ゲストの声をもとに行った改善例

-主たる責任部門および問い合わせ窓口
CS推進部

ガバナンス

各ステークホルダーの取り組みを推進していくための社内体制
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従業員とのコミュニケーション

子どもとのコミュニケーション

NPO・NGO・有識者とのコミュニケーション

従業員のエンゲージメントを高め、意欲的に仕事に取り組めるよう、従業員の働きがい向上のための取り組みを行
っていきます。

サステナビリティ・マネジメント　従業員の幸福

企業風土とES活動

人材マネジメント

-主たる責任部門および問い合わせ窓口
人事本部

これまで実施してきた子どもを対象にした事業活動と社会貢献活動において、子どもへのアプローチを強めること
で、活動の進化につなげていきます。

サステナビリティ・マネジメント　子どものハピネス

-エンゲージメント事例

社会貢献活動の取り組み

-主たる責任部門および問い合わせ窓口
主管分野の担当部門

企業市民として、NPO・NGOと連携し、次世代を担う子どもたちの育成・支援に努め、持続可能な社会に貢献して
いきます。

-エンゲージメント事例
ESGの専門家2名との8つのマテリアリティとなる領域に関するダイアログを実施（2020年度）

人権方針のダイアログ実施（2021年度実施）

マテリアリティ全般に対する有識者とのステークホルダー・エンゲージメント（2024年）

-主たる責任部門および問い合わせ窓口
サステナビリティ推進部・社会活動推進部

株主・投資家とのコミュニケーション
株主・投資家の皆さまとの意見交換会、証券会社主催の国内外IRカンファレンスへの参加、個人投資家や証券会社
の営業員向けの会社説明会などを行っています。
当社グループの事業活動を理解・評価していただくために必要と思われる情報を、ニュースリリースやウェブサイ
トホームページ、説明会などさまざまな方法で、公正かつ適時・適切に開示しています。
このような透明性の高い情報開示を行うことで、ステークホルダーとの相互理解と信頼関係の形成を図り、当社グ
ループの経営姿勢のひとつである 「対話する経営」を実践しています。さらに、ステークホルダーからいただいた
意見や評価は、定期的に取締役会に報告し、経営に活かされています。

-エンゲージメント事例
決算説明会の開催　年4回
国内外IRカンファレンスへの参加、投資家向けイベントやロードショー、スモールミーティング等の実施、投
資家面談対応　随時
決算説明会資料/ファクトブック/統合報告書など投資家向けツールの発行　随時
株主総会の開催　年1回
など

株主・投資家の皆様へ

-主たる責任部⾨および問い合わせ窓⼝
総務部・経理部 IRグループ
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-エンゲージメント事例
・委員会、協議会への参加

-主たる責任部門および問い合わせ窓口
総務部・社会活動推進部

関連情報
マルチステークホルダー方針  （143KB）

パートナーシップ構築宣言  （129KB）

地域社会とのコミュニケーション

行政自治体とのコミュニケーション

企業市民として、地域社会に対する「ハピネス」の創出に努め、地域社会のさらなる活性化に貢献していきます。
> 千葉県との包括連携協定を締結（2023年

-エンゲージメント事例
浦安市内で実施するイベントへの協力

浦安市成人式　年1回
浦安市内中学校への職場体験プログラム 年2回

＞コミュニティに貢献する活動

-主たる責任部⾨および問い合わせ窓⼝
社会活動推進部

事業と関わりのある行政組織への参画や意見交換などを通じて連携し、まちづくりに貢献していきます。
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https://www.olc.co.jp/ja/news/news_olc/20230125_01/main/0/link/20230125_03.pdf
https://www.olc.co.jp/ja/sustainability/social/citizenship/outreach.html#a03
https://www.olc.co.jp/ja/sustainability/stock/stakeholder_engagement/main/04/teaserItems1/00/linkList/0/link/Multi-stakeholder_policy2025.pdf
https://www.olc.co.jp/ja/sustainability/stock/stakeholder_engagement/main/04/teaserItems1/00/linkList/00/link/Partnership2025.pdf


サステナビリティ・マネジメント

件数

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

8,128件 14,282件 15,158件 16,309件 14,693件

申告内容別の割合

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

意見・提案 69.6% 75.3% 74.6% 69.6% 73.2%

賛辞
（お褒めの言葉）

30.4% 24.7% 25.4% 30.4% 26.8%

受付方法別の割合

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

電話 17.1% 16.3% 13.6% 13.1% 11.5%

ウェブフォーム 48.5% 59.3% 58.4% 60.4% 66.8%

手紙 14.9% 9.7% 10.5% 13.7% 13.4%

アンケート 14.7% 9.6% 11.3% 5.3% 3.8%

その他
（総合案内所ほか）

4.8% 5.1% 6.2% 7.5% 4.5%

ゲストコメント受付状況

東京ディズニーリゾート関連

ゲストの声をもとに行った改善例

東京ディズニーリゾート関連

ベジタリアンをはじめ、宗教的思想・嗜好など多種多様な考え方への配慮を意識しつつ、食に柔軟性のある
わかりやすい展開を行うことが、来園ゲストに対して広く適切に対応できるものと考えています。そのため
パーク内では、プラントベースメニュー（植物性食材を主とし、原材料に肉類、魚介類、卵、乳、はちみ
つ、ゼラチンを使用しないもの）を用意しています。これらをウェブサイトやメニュー表記において情報開
示することで、これまで以上にゲストにとってわかりやすい対応が可能となりました。

サステナビリティ・マネジメント

ゲストコメント受付状況・
ゲストの声をもとに⾏った改善例
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